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　事業内職業能力開発計画等に基づき、その雇用する労働者に対し、職業訓練を実施した場合や教育
訓練休暇制度を導入し労働者に適用した事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等が支
給されます。
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　「一般拠出金」とは「石綿による健康被害の救済に関する法律」により、石綿（アスベスト）健康
被害者の救済費用に充てるため、事業主の方にご負担いただくものです。

　労災保険適用事業場の全事業主が対象です。
　アスベストは、全ての産業において、その基盤となる施設、設備、機材等に幅広く使用されてきま
した。このため健康被害者の救済に当たっては、アスベストの製造販売等を行ってきた事業の事業主
のみならず、全ての労災保険適用事業主に一般拠出金をご負担いただいています。
（注）特別加入者や雇用保険のみ適用の事業主は、申告・納付の対象外です。

　労働保険料と併せて申告・納付します。
　継続事業における一般拠出金は①労働保険の年度更新手続、②事業終了（廃止）の際に労働保険料
の確定保険料の申告に併せて申告・納付します。

　一般拠出金率は、業種を問わず、一律１０００分の０.０２です。
　労災保険のメリット制対象事業場であっても、一般拠出金率についてはメリット制の適用はありま
せん。
　金額の算定方法は、事業主が前年度に労働者に支払った賃金総額（千円未満切り捨て）×一般拠出
金率（一律０.０２／１０００）です。
　また、一般拠出金については全額事業主の負担となります。

　平成１９年４月１日以降に新たに開始した事業（工事等）の分を申告・納付します。
　①単独有期事業・・・事業（工事等）終了時に、労働保険の確定保険料と併せて申告・納付します。
　②一括有期事業・・・一括されている事業であっても、個々の事業（工事等）の事業開始年月日が
　　　　　　　　　　　平成１９年４月１日以降のもののみ申告・納付対象となります。

　年度更新時に一般拠出金を納付した後、年度途中において事業を廃止等した場合、労働保険の確定
保険料の精算手続と併せて、事業主が廃止等の時点までの間に労働者へ支払った賃金総額を基本に一
般拠出金の納付手続を行っていただきます。
　なお、労働保険料の確定精算により還付金が発生した場合、一般拠出金への充当を希望することに
よって一般拠出金の納付を行うこともできます。

（注）一般拠出金は労働保険料に比べ少額であるため、事業主の事務負担を考慮して一回で申告・納
付が終了するように概算払い制度を採用しておりません。そのため、確定納付のみの手続とな
ります。

　　　また、算定の基礎となるのは前年度の賃金総額ですが、申告・納付していただくのは当年度分
の一般拠出金となります。例えば平成３０年度の年度更新（３０.６.１～３０.７.１０）で申告・
納付していただく一般拠出金については、平成２９年度の賃金総額を基に算定した額を平成３０
年度分として申告・納付していただくこととなります。
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の一般拠出金となります。例えば令和２年度の年度更新（R２.６.１～R２.７.１０）で申告・
納付していただく一般拠出金については、令和元年度の賃金総額を基に算定した額を令和２
年度分として申告・納付していただくこととなります。

　金額の算定方法は、
事業主が前年度に労働者に支払った賃金総額（千円未満切り捨て）×一般拠出金率（一律 　　　　）
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